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ME技術導入を急速
円高以降，生産拠点を海
に進め，人員の削減・縮小や非採算部門の閉鎖等の合理化をおこなう一方で，開発・生産・マ
ーケティング・販売部等の諸部門をネットワーク・システムによって統合した戦略的情報シス
テム (S 1 S) の構築をすすめていった。また，我国製造大企業は，
外に急速に移転していった。我国巨大製造企業の中には，
労使一体化を基礎として，石油危機を契機として，我国製造大企業は，
アジアやラテ
ン・アメリカなどの途上国の子会社をも統合する世界的な「生産システム」の国際化・情報化
を進めている会社もある。
日米欧を中心として，
上記の点に関する我が国経営学界における近年の研究動向を見ると， r日本的生産システム」
が，経営環境(労働慣行・労使関係・労働市場・製品市場・政治環境等〉の異なる日本以外の
どのように移転されているのかの分析が，中心となっている。例えば，
ステム」のアメリカへの移転事例の考察を通して「日本的生産システム」の「国際化・普遍化」
の現実的条件の探究といった研究や「日本的生産システム」の「移転・現地化」にともなう
諸問題の解明といった研究がなされてきた。またこれと関連して，
「日本的生産シ国に，
「日本的生産システム」の
(1) I戦略的情報システム (SIS)J に関しては，能塚正義 IME技術による生産・服売システムの革
新と労働・管理」長谷川治清・渡辺峻・安井恒則編『ニューテクノロジーと企業労働』大月書店，
1991年，参照。
(2) 通商産業省産業政策局国際企業課編トー第21回一一我が国企業の海外事業活動』大蔵省印刷局，
1992年。
(3) I 日本的生産システム」の「国際化・普遍化」を探究した研究としては，安保哲夫・板垣博・上山
邦雄・河村哲二・公文薄著『アメリカに生きる日本的生産システム一一現地工場の「適用」と「適応」
一一』東洋経済新報社， 1991年，がある。
(4) I経済」編集部編『日本企業海外進出の実態』新日本出版社， 1988年，参照。
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国際競争力の論拠とその内容(特殊的・一般的性格〉に関する議論も展開されている。丸山恵
也氏は， I 日本的生産システム」における「日本的職務構造」の重要性を指摘し， I多能工と
職務の無限定性」とが柔軟な職務構造の両側面であり，それが石油危機後の生産の柔軟化にい
ち早く日本企業が対応できた理由であるとしている。また，池田正孝氏は， I 日本的生産シス
テム」の特徴として，日本企業の下請生産構造の階層的特性を強調している。
「日本的生産システム」に関する論議の過程において， 日本製造大企業の競争力の源泉を，
「日本的経営」に関する論議で見られたような「社会的・文化的背景」から説明する研究アプ
ローチから， I技術的・組織構造的・経済的側面」から説明するアプローチへと変遺していっ
ている。こうした研究アプローチの変化は，我国製造大企業が，欧米において生産拠点を確立
し，独自の経営展開をおこなっている点に注目が集まったことに一つは由来している。
本稿では， I 日本的生産システム」に関する一連の我国における論議を念頭に置きつつ，在
英日系製造企業に関する調査・実証研究の検討を中心として，①在英日系製造企業の「生産技
術・労務管理・労働のフレキシィピリティの編成」について紹介・考察するとともに，②在英
日系製造企業が，独自の「生産技術・労務管理・労働のフレキシィビリティを編成・展開」す
るために，どのような労使関係制度(労使間協定等)を構築しているかを，家電大企業の事例
を通して解明・考察し，③在英日系製造企業の労使関係制度(特に労使間協定の締結)が，イ
ギリスの労働運動にいかなる影響をあたえたかを解明する事を，目的としている。
在英日系製造企業を事例として選んだ理由は，我国製造大企業が，イギリスへの生産拠点へ
の移転を急速に拡大してきたからである。 1990年 9 月から91年 1 月にかけて行われた JETRO
(5) 丸山恵也『日本的経営』日本評論社， 19明年，参照。
(6) 池田正孝「日本における自動車産業の分業生産システムJ ~自動車産業の国際化と生産システム』
中央大学出版部， 1990年，参照。
(7) r 日本的生産システム」の論議に関する変遷については，坂本清 r~ 日本的生産システム』論の国際
的展開」稲村毅・仲田正機編著『転換期の経営学』中央経済社， 1992年，参照。 r 日本的経営」の普
遍性と特殊性に関する論議は， r日本経営学会第66回全国大会1992年」の統一論題サブ・テーマとな
り，活発な論議が展開された。そこでの主要な研究報告を列挙すると，平尾武久「現代アメリカ自動
車産業における労務管理と労使関係一一GM の諸工場を中心として J, 林正樹 r~ 日本的経営』
の国際移転における『普遍性と特殊性J1j，山下高之「資本主義的企業としての『日本的経営』ーーそ
の特殊性一一」などがあった。
(8) 労働のフレキシィピリティは，①超過勤務・交替制労働の導入・パートタイム労働・臨時的労働な
どの労働の需要と供給をより柔軟にするという量的フレキシィピリティ，②職務拡大・職務間移動・
多能工化などの技術革新・労働需要の変化に適合するように作業方法を改善する機能的フレキシィピ
リティ，③賃金を労働市場の需要に応じて変動させる賃金のフレキシィピリティ，④雇用契約を商業
契約に切り替える事によって，従来，企業内で行っていた非基幹部門の作業を下請けに委託する外注
化，を意味している。在英日系製造企業における労働のフレキシィピリティに関しては，主として，
②機能的フレキシィピリティ，③賃金のフレキシィピリティについて考察をおこなう事にする。イギ
リス企業における労働のフレキシィピリティに関しては，拙稿「ニューテクノロジーと『労働の柔軟
性』一一イギリス企業に関する実証研究の検討を中心として一一j ~産研論集』第18号， 1991年 3 月，
及び，中川香代「現代イギリス企業のフレキシィピリティー-1 DS , OECD レポートを中心とし
て一一j ~明治大学大学院紀要』第29集， 1992年 2 月，などを参照。
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(日本貿易振興会〉の「在欧日系企業(製造業〉の経営実態一一第 7 回実態調査報告一一」に関
する調査によれば， ヨーロッパにおいて日系製造企業が最も多く進出している国はイギリスで，
187社(在欧日系製造企業676社中の27.7%) に及んでいる。また，デザイン・ R&D拠点も，
ヨーロッパ中イギリスが最も多い α40拠点中51拠店。日系製造企業は， EC市場統合にとも
なって，ヨーロッパ市場向けの製品の生産拠点を，イギリスに構築しようとしているのである。
本稿において「生産技術・労働のフレキシィピリティ・労務管理の編成」について分析をお
こなうのは， r日本的生産システム」の一つの大きな特徴として， ME技術と労働のフレキシ
ィピリティの結合を基礎とした昇給・昇進・教育・訓練・配置・移動・解雇等Iこいたるまでの
「人事・労務管理のトータ内システム化による能力主義的個別化・選別jtj があると，考え
るからである。最後に，このような「日本的生産システム」の特徴と類似的な傾向が，在英日
系製造企業においても見られるかを考察したい。
また，在英日系製造企業の労使関係(労使間協定〉が，イギリスの労働運動に与えた影響に
ついて，解明・考察をおこなう理由は， 日系製造企業が，労使間協定(シングノレ・ユニオン協
定)によって，労使交渉における単一組合交渉を確立し，イギリスの伝統的な労使交渉におけ
る多組合主義巳一定のインパクトを与えたと考えるからで、ぁ立
1. 在英日系製造企業の経営展開に関する調査・実証研究の紹介・検討
(1) パングとオリバーの実証研究
まず，はじめにカーディフ・ビジネス・スクールのニック・オリバーとケン・キィ・パング
によっておこなわれた「イギリスにおける 11の日系製造企業の人事戦略」に関する調査研究か
ら，在英日系製造企業の労使関係制度の構築と生産技術・労働のフレキシィビリティ・労務管
理の編成の一端を見ることにしたい。この実証研究の目的は， r 日本的経営(終身雇用・企業
内訓練・企業内福祉・企業内組合)J のヨーロッパの企業への移転の可能性とその必要性を，
解明することにあった。この実証研究は， 1987年の夏に，ア γヶート調査をおこなった23の在
英日系製造企業の内から解答を得た11の日系製造企業についての調査報告である。また，彼ら
は，アンケートを回収した11の日系製造企業の内， 3 企業に関しては，電話によるインタビュ
ーをおこなっている。アンケートを回収した11の企業は，表 l のようであった。
(9) 日本貿易振興会『在欧日系企業(製造業〉の経営実態一一第 7 回実態調査報告j] 1992年 3 月， 4~ 
7 ページ。
(10) 木元進一郎「日本的労務管理と『弾力化』一一国際比較のために一一J ~経営論集j] (明治大学〉
第39巻第 1 号， 1991年 9 月， 9~11ページ，参照。
(11) イギリスにおけるシングfレ・ユニオン協定の広がりに関する研究としては，稲上毅『現代英国労働
事情一一サッチャーイズム・雇用・労使関係一一』東京大学出版会， 1990年， 25~32ページ，が詳し
L 、。
(12) Ken Khi Pang and Nick Oliver,“Personnel strategy in eleven Japanese manufacturing 
companies in the UK, Personnel Review 17, 3 1988. 
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まず，この実証研究から，在英日系製造企業における終身雇用の実態について，みることに
しよう。 11の日系製造企業の内，わずか 2 企業 (A と 1 )が終身雇用をおこなおうとしている
が，その 2 企業とも労使契約として終身雇用をおこなっておらず，あくまでも労使聞の非公式
な相互認識にとどまっている。そして， D と Hの 2 企業は，雇用管理において長期雇用を目指
していると答えている。
次に，パングとオリパーの実証研究から，在英日系製造企業の昇進基準について，見ること
にしたい。イギリスの日系製造企業は，昇進決定において，従事期間や年齢よりも，個人の資
格要件と業績を重視しておこなっている(表 2 参照)。 このことは，パングとオリバーによれ
ば，在英日系製造企業において，日本でも見られるような年功序列賃年制が，おこなわれてい
ないことを示している。また， 11の日系製造企業の内， 7 企業が，同地域の同規模企業よりも，
高い賃金を支払っていると答え， 4 企業が，同水準であると答えている。
次に，パングとオリバーの実証研究から，在英日系製造企業の企業内訓練・教育についてみ
ることにしたい。在英日系製造業は，全般的に，企業内訓練・教育の重要性を強調している。
企業仮名 イギリスでの創設年度 雇用数 製品
A 1980 63 光学レンズ
B 1980 321 オーディオ機器
C 1981 1100 テレピ，電子レンジ
D 1974 850 テレビ，電子レンジ
E 1984 184 工作機械
F 1983 200 ビデオテープ・ゾロピィデスク
G 1981 285 半導体
H 1978 117 釣り竿
I 1984 2575 タイノレ
J 1984 173 ライター
K 1985 180 電子タイプライター
表 1 Ken Khi Pang and Nick Oliver. “ personnel strategy in eleven Japanese manufacturin,g 
companiεs in the UK" , Persrmnel Review 17,3 1988, p. 17. 
昇進決定における 従事期間 年 齢
重要度ランキング
1 。 。
2 3 。
3 2 3 
4 1 3 
非解答・非重要 5 5 
表 2 Ken Khi Pang and Nick Oliver, 0ρ. cit. , p. 18. 
(13) lbid. , pp. 17-18. 
(14) Ibid. , p. 18. 
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資格要件 業 績
1 10 
4 1 
1 。
2 。
3 。
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パングとオリバーは，これら在英日系製造企業の企業内訓練・教育を，①新人研修，②オン・
ザ・ジョブ，③オフ・ザ・ジョブ(企業内)，④オフ・ザ・ジョブ(企業外〉の四つのカテゴリ
ーに分けている。
この実証研究から新人研修について見てみれば， 11の在英日系製造企業では，一日から二週
間にわたっておこなわれ，イギリス人の新人は，企業の歴史，製品に関する知識，人事慣行，
企業の設備，安全・衛生，ユニフォームの意味等について学ぶことになる。また，在英日系製
造企業において，オン・ザ・ジョブ・トレーニングは，各々の部門で，必要な技能を取得する
ために継続的におこなわれている。そして，オン・ザ・ジョブ・トレーニングは，様々な職務
間移動を通して，イギリス人従業員の労働のフレキシィピリティを拡大するのに有効に機能し
ている。それに，在英日系製造企業とイギリスの労働組合の闘で，労働のフレキシィピリティ
に関する協定が，締結されている。また，オフ・ザ・ジョブ・トレーニング(企業内〉は，在
英日系製造企業がほとんどが，イギリス人が従業員の管理・監督業務をこなせるだけの等級を
あげるための訓練としておこなわれている。このように，パングとオリバーの実証研究によれ
ば， 11の在英日系製造企業は，オン・ザ・ジョブ・トレーニングを，もっとも重視しており，
次に，新人研修を重視してしる。
次に，パングとオリバーの調査研究から， 11の在英日系製造企業の企業内福祉について見る
ことにしたい。 11の在英日系製造企業内 9 企業では，年金制度を持ち， 7 企業では，病気の経
費の援助とレジャー施設を整備している。それら 7 企業では，これらの企業内福祉の利益とし
て，すべての等級・階層の従業員が，それを享受できるとしている。
次に，パングとオリバーの実証研究から，在英日系製造企業の労使関係管理について見る事
にしたし、。パングとオリバーは，企業内組合が，ジャスト・イン・タイム方式などの生産方法
を成功させる上で，重要な役割を果たしてきたと指摘している。そして，パングとオリバーは，
このような生産方法を，イギリスにおいて，成功させるためには，日本と類似的な条件(企業
内労働組合〉が必要であろうと述べている。イギリスの11の日系製造企業の労使関係は，表 4
のようであった。 11の日系製造企業の労使関係を見ると， 4 企業は労働組合を認めていないし，
6 企業は単一組合であり，イギリスの伝統的な複数組合を認めている企業は，わずか一つしか
ない。また， 7 企業の組合組織率は， 30%から100%であり，そのうち70%以上の組織率をも
っ企業が， 4 企業であった。また，四企業は，組合組織率の向上を促進しているが， 2 企業は，
組合組織率の向上を抑制している。組合組織率の向上を促進している企業は，一組合が従業員
全体の代表となることを，求めているのである。イギリスの11の日系製造企業の全ての企業が，
企業に存在する単一組合を，企業内組合とは，考えていない。
(15) Ibid. 
(16) Ibid. 
(17) Ibid. , pp. 18-19. 
(18) Ibid. , p. 19. 
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重要性の
ラ:ノキング 新人研修 オン・ザ・ジョブ
1 2 9 
2 8 1 
3 1 1 
4 。 。
非重要・ 。 。
無回答
オフ・ザ・ジョブ
(企業内) (企業外〉
AVqL
司dnU
円'u
???
表 3 Ken Khi Pang and Nick Oliver，。ρ. cit. , p. 18. 
企業仮名 組合を認め 組合の組織率向上を
ているか? 組合数 組合組織率 推進しているか?
A いいえ
B tまい 1 30 』まし、
C は:1，、 l 70 tまし、
D tまし、 1 100 tまL 、
E いいえ
F tまし、 1 50 いいえ
G いいえ 5 
H fまL 、 1 80 tまし、
I tまし、 7 87 
J tまL 、 1 54 いいえ
K いいえ
表 4 Ken Khi Pang and Nick. Oliver，。ρ. cit., p. 19. 
次に，パングとオリバーの実証研究から，在英日系製造企業における QCサークルの導入状
況について見ておきたい。 11の日系製造企業のうち 8企業が， QCサークルを導入しているが，
100%導入できているのが，一社のみである。いずれの日系製造企業も，日本においてQC サ
ークルを導入するよりも，イギリスにおいて導入・展開することのほうが，難しいことを認め
ている。その理由としては，①QCサークルを実施するための予算の不足，②適切なサークル
・リーダーの不足，③チーム・スピリットの不足等をあげている。
結論として，パングとオリバーは，在英日系製造企業に移転可能であったものとして，①企
業内教育・訓練，②企業内福祉，③シングノレ・ステータス，④QCサークルをあけ'るとともに，
移転が難しいものとして，①終身雇用，②年功序列賃金制，③企業内組合，などをあげている。
また，パングとオリバーは，在英日系製造企業は，イギリスの労使環境に対して，日本におけ
る企業内組合にかわるー企業単一組合やスト無し協定を締結していると指摘している。そして，
パングとオリバーは，イギリスの日系製造企業が，イギリスに，新しく工場展開するメリット
(19) Ibid. 
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を生かして，労務管理・労使関係管理・製造管理・マーケティング戦略を，統合する形で，経
営展開をおこなっている有用性を強調している。パングとオリバーは，イギリスの製造企業が，
日系製造企業のー管理技法を導入するのではなく， トータルな形で，導入することこそ意味が
あるとしている。
次に， 1 RS誌の「在英日系製造企業の雇用管理」に関する調査研究を見る事にしたい。
(2) 1 R S誌の「在英日系製造企業の雇用管理」に関する調査研究
IRS誌は， 1990年に， 120の在英日系製造企業に対して雇用管理に対するアンケート調査を
おこなし、。そのうち25の企業からアンケートを回収し，それらアンケート結果をもとに， r在
英日系製造企業の雇用管理の実態」について調査報告(以下， 1 R S 調査と略す)をおこなっ
ている。ここでは， 1 RS調査について，その概要を紹介・検討することを通して，在英日系
製造企業の労働のフレキシィピリティ・ QCサークル・労務管理・労使関係の実態について，
見る事にしたい。
まず，労働のフレキシィピリティに関して，見ることにしたい。 IRS調査によれば，調査
をおこなった25の在英日系製造企業のうちすべてが，労働慣行にフレキシィピリティを導入す
る事を期待もしくは，導入をおこなっていると答えている。ここで言う労働のフレキシィピリ
ティは，非熟練・熟練労働者の職務範囲の拡大を意味している。そして，そうした労働のフレ
キシィビリティの導入において，多能工が，最も一般的な形態であった。こうした労働のフレ
キシィピリティの導入に関して，労使間において高いレベルの労働のフレキシィピリティの協
定が，しばしば締結されている。それに対して，イギリス企業では，低いレベルのフレキシィ
ピリティ協定しか締結できていない。
次に， 1 R S 調査から在英日系製造企業における QCサークルや労使協議会などの「経営参
加」の実態についてみることにしたし、。 QCサークルは， 25の解答在英日系製造企業の40%
(10企業〉において，実施されている。特に，コマツ (UK) では，常勤のQCサークルの促
進係をおき，その係員は， QCサークルのための教育・管理・バックアップ。等の責任を担って
いる。また，労使相談会 (28%) ・労使協議会(16%) が，在英日系製造企業では，一般的な
企業内レベルにおける経営参加の一般的な形態で、あった。通常，こうした労使相談会・労使協
議会では，従業員聞において選挙された代表が，経営側と相互の利益について議論をおこなっ
てきている。コマツ (UK) では，労使相談会において，企業における団体交渉での問題につ
いて議論をおこなっている。
(20) lbid. , pp. 19-20. 
(21)“The ]apanese in Britain: employment Policies and practiceヘ IRS， lndustrial Relations 
Review and Reρort， 470, August 1990. 
(22) lbid. , p. 7. 
(23) lbid. , pp. 7-9. 
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次に， 1 R S調査から在英日系製造企業の終身雇用・人事管理の実態についてみることにし
たい。調査対象企業の80%が，従業員の雇用保証をおこなっていると答えている。しかし，東
芝 (UK) に見られるように，そういった従業員の雇用保証は， r終身雇用」ではなく，あく
までも企業の解雇を避けるという会社方針であった。また，在英日系製造企業の人事管理は，
日本の親企業の人事管理と変わらないとする解答が，ほとんどであった。また，調査対象であ
る在英日系製造企業の80%が，人事・労務問題に関して，親企業から独立した人事決定権をも
っていると答えている。そして， 1 R S調査では，在英日系製造企業の雇用政策は，日本の親
企業の雇用政策を反映しているものの，重要な雇用政策に関する決定は，在英日系製造企業に
おいてなされていると指摘している。
それでは，次に， 1 RS調査から在英日系製造企業の労使関係について見ることにしたい。
25の調査対象在英日系製造企業のうち14の企業は，組合を承認しており， 10の企業は組合を不
承認であり， 1 企業が無回答であった。組合を承認している 14企業のうちの 7 企業が EETPU
との単一組合協定を締結していた。 IRS調査によれば，在英日系製造企業が，組合を承認す
るかは，①日本の親企業のイギリスの組合への態度と②協定を締結すべきイギリスの組合が穏
健なイメージをもたれているかの 2 要因にかかってい雪:
(3) オリバーとウイルキンソンの実証研究
オリバーとウイルキンソンは，イギリスの企業における日本的な生産・労働・労務慣行の導
入という現象を，イギリスの企業における「日本化傾向(Japanization) J と表現し，その「日
本化傾向J を明らかにするために，イギリスの企業・在英米系企業・在英日系企業を対象とし
て， 日本的な「生産慣行 (manufacturing practices) J ・「労務慣行 (personnel practices) J 
の導入・展開状況を，調査している。本稿では，このオリバーとウイノレキンソンの実証研究の
中で，主として，在英日系製造企業31社を対象としておこなった研究部門の紹介・検討をおこ
なう。
31社の在英日系製造企業の業種のうちわけは，自動車・自動車部品企業 4社，電器・電器部
品企業16社，機械製造企業 1 社，食品・飲料・タバコ製造企業 1 社，一般製造企業 9 社となっ
ている。
このオリバーとウイルキンソンの実証研究では，日本的な生産・労働慣行の要素として，
①TQC，②労働のフレキシィピリティ，③集団作業・作業チーム制，④統計的作業管理，
(24) Ibid. , p. 10. 
(25) Ibid. , pp. 10-11. 
(26) Nick Oliver and Barry Wilkinson, The Jaρanization 01 British Industry, Basil Blackwell, 
1988. 
(27) Ibid. , pp. 120ー34.
(28) Ibid. , p. 119. 
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( QC,( J 1 T，などの項目をあげるとともに，日本的な労務慣行の要素としては，①企業
内コミュニュケーション，②従業員の経営参加，③単一地位供与(シングル・ステータス化)，
④全員へのスタップ便宜，⑤正規従業員の雇用保障，⑥臨時労働者(テンポラル・ワーカー〉
の雇用，⑦従業員代表制度，などを項目としてあげている。在英日系企業の生産・労働慣行の
導入状況を見ると，導入計画・活用率の高い項目は，①TQC (100%)，②労働のフレキシィ
ピリティ (95%) ， ③集団作業・作業チーム (93%) といった三項目であり， それら三項目に
関しては， I大変成功した・かなり成功した」と評価する企業も三分の二以上にものぼってい
る。また，在英日系製造企業の生産・労働慣行において，一定の導入計画・活用を行っている
項目としては，④統計的作業管理 (79%)，⑤QC (73%),( J 1 T (64%) がある。ただ，
QCおよび J 1 Tに関しては，一事例づっ未成功と評価する日系企業もある。
次に，在英日系製造企業の労務慣行の導入状況について見ることにしたい。在英日系製造企
業の労務慣行の導入状況を見ると，導入計画・活用率の高い項目は，①企業内コミュニケーシ
ョン②従業員の経営参加 (83%) ③単一地位供与(シンクゃルステータス化: 88%) といった項
目がある。また，在英日系製造企業の労務慣行において，一定の導入計画・活用をおこなって
いる項目としては，④スタッフ便宜 (75%)，⑤従業員の雇用保障 (73%)，⑦従業員代表制度
(55%) がある。
オリバーとウイノレキンソンは在英日系製造企業が，労務慣行の先行導入によって，生産・労
働慣行導入のための前提となる基礎を構築していると指摘している。また，オリバーとウイル
キンソンは，生産・労働・労務の「日本化」が，企業の能率の向上と競争力の強化には有効な
ものであると認めつつも，イギリス人の労働者には労働強化と統制強化をもたらすものとして，
批判している。オリバーとウイルキンソンは，在英日系製造企業における労働強化と統制強化
の事例として，二つの事例研究をあげている。一つは，在英日系家電大企業のカラーテレビ工
場の事例研究である。この事例研究では，在英日系家電大企業が，カラーテレビ工場において，
厳しい労働統制を強いるとともに，アッセンブリー・ラインにおける半熟練労働者間のコミュ
ニケーション(社会的相互関係)を阻害し，労働の標準化を押し進めたことが，報告されてい
る。もう一つの事例は，在英日系製造企業とイギリスの労働組合 (EETPU . AEU) が，協定
の中に， Iベル・ツゥ・ベノレ・ワーク(始業のベルから終業のベルまでの作業時間中，作業か
ら一切，離れない)J とする条項をいれた点、で、ある。 EETPU の専従役員は， I在英日系製造
企業の日本人経営者が，ベル・ツゥ・ベル・ワーク条項のために作業中トイレにもいけないイ
ギリス人作業員の不満を理解せず，反対に，なぜ，イギリス人の作業員が企業への協力をおし
むのか理解できないと批判した」と述べている。
(29) Ibid. , pp. 132-34. 
(30) Ibid. , pp. 123-24. 
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(4) 小結
次に，パンクとオリパーの実証研究・ IRS調査・オリバーとウイルキンソンの実証研究等
の検討を通して，在英日系製造企業における「生産技術・労働のフレキシィビリティ・労務管
理の編成」とそれを支える労使関係制度の構築についての考察をおこないたい。
第一の点は，在英日系製造企業における「労使関係制度の構築」と「生産技術・労働のフレ
キシィビリティ・労務管理の編成過程」との関連性である。イギリスの調査・実証研究によれ
ば，在英日系製造企業は，①失業率が比較的高く労働組合運動の低位な地域に，新しく工場を
イギリスに設置し，優秀でかつ労働組合運動に染まっていない柔順なイギリス人の労働者を選
別・採用し，②シングル・ユニオン協定締結や労使協議制の導入を通して「協調的」な労使関
係制度を構築している。そして，それら「協調的」な労使関係制度を基礎とした在英日系製造
企業では，高度な生産技術を導入し，それに対応したオン・ザ・ジョブ・トレーニングやチー
ム・ワーキングなどの職業訓練をおこない，労働のフレキシィピリティの展開をはかろうとし
ている事例が多く見られる。こうした調査・実証研究の諸事実から， シンクマル・ユニオン協定
の締結・フレキシィビリティ協定・労使協議制の導入等の「協調的」労使関係制度の構築が，
「生産技術・労働のフレキシィビリティ・労務管理の編成」のための前提条件をつくりだして
いると考えられる。
第二の点は，在英日系製造企業における生産技術の展開と労務管理技法である教育訓練・ Q
Cサークノレの展開との関連性である。パンクとオリバーの調査によれば，在英日系製造企業が
高度な生産技術の展開を通して，特に力をいれて展開しようとしている労務管理技法は，イギ
リス人労働者による QCサークルの実施とオン・ザ・ジョブ・トレニーングをはじめとした企
業内訓練と言える。 QCサークルもオン・ザ・ジョブ・トレーニシグによる企業内訓練も，今
日の高度に自動化した資本主義的オートメーションのもとで，生産作業における繰作・監視業
務の取得そのものよりも，メンテナンス業務をはじめとした機械の補修・改善作業の重要性が
増大してきたことに起因しており，高度な生産技術の導入が，それらの労務管理技法を要求し
ているとも言えよう。すなわち，オン・ザ・ジョブ・トレーテングを通して，機械の故障に対
してどこに原因があるかを，迅速に判断する判断力を身につけさせようとしており， QCサー
クルを通して，機械・作業の改善をおこない，常にイギリス人労働者に対しても，ムダやロス
をはぶく目をもたせようとしている。
第三の点は，在英日系製造企業における QCサークルとオン・ザ・ジョブ・トレーニング・
品質管理運動導入の経営者側の目的についてである。 QCサークル・品質管理運動及びオン・
ザ・ジョブ・トレーニングも，生産管理上の問題解決の迅速化とともに，労務管理上の問題で
あるイギリス人労働者の意識改革がある。トヨタ (UK) の工場の事例では，オン・ザ・ジョ
(31) 高度な生産技術 (ME技術〉と QCサーグノレとの関わりについては，三島倫八 iME技術革新と小
集団活動」長谷川治清・渡辺峻・安井恒則編，前掲書，参照。
- 26 
在英日系製造企業の技術・管理と労使関係
ブ・トレーニングとおして，イギリス人労働者が， 日本人の作業長と協業作業をおこない， 日
々の問題解決の積み重ねによって，イギリス人の労働者の意識改革を目指していぎ:また，在
英日系製造企業の経営活動を永続してし、く上で，労働者の流動性が激しいイギリスで，いかに
イギリス人労働者(特に熟練工・技術者〉を確保しつづけるかが大きな問題といえる。それだ
けに， QCサークノレ等の「経営参加」を通して，在英日系製造企業へのロイヤリティを高め，
経営者意識を植えつけてゆくが，経営者側の問題となっている。
第四の点は，在英日系製造企業における QCサークル・品質管理運動の導入の困難さと日・
英聞における管理者の意識・権限と労使関係の差異との関連性である。パンクとオリバーの調
査によれば，在英日系製造企業の経営者側のQCサークノレ・品質管理導入への強い要求にもか
かわらず， QCサークノレ・品質管理が， 日本のように導入はできていなし、。例えば， 日本でQ
Cサークノレを導入する場合，全社的もしくは工場全体で実施するが，在英日系製造企業の場合，
QCサークルを全社的に導入で、きている事例は，ほんのわずかであり，ほとんどの場合が一部
の労働者に限られている。 QCサークルを，日本と同じように在英日系製造企業で導入するこ
とが困難であった理由は，①パンクとオリバーが，指摘したような優秀なQCサーグル・リー
ダーの不足と，②イギリス人の労働者・労働組合のQCサーグルに対するとらえ方等に起因し
ている。
イギリスにおいて，優秀なQCサークノレ・リーダーが不足している理由は，イギリス人の下
級管理者(作業長)の意識と権限に起因している。 QCサークノレの導入・展開は， QCサーク
ノレ・リーダーとなる下級管理者(作業長〉が，サークル・メンバーの一員として作業者との融
合度を深め，しかも作業者の「自発性」を引き出そうとする意識を持ち人間関係管理をおこな
うことが必要である。日・英鉄鋼大企業比較研究において， 日本の作業長には，作業管理者以
外に労務管理において重要な役割と権限が付与されているのに対して，イギリスの作業長の仕
事は，作業管理に限定され，労務管理(とりわけ，人間関係管理)の責任が少ないとする事例
が報告されている。そうした日本とは異なるイギリスの管理者意識・労働慣行・権限の中で，
在英日系製造企業だけが， r 日本的」な労務慣行を受け入れる管理者・労働者の意識をいかに
醸成しうるかが，大きな問題となってくる。また，イギリスの製造企業における QCサークル
の導入・展開事例研究を見ると，イギリスの労働者・労働組合が， QCサークルに対して懐疑
(32) トヨタ (UK) における労務管理の展開に関しては，拙稿「在英日系製造企業の労務管理一一トヨ
タ (UK) の労務管理・労使間協定を中心として一一一J ~産業と経済II (奈良産業大学経済学会〉第
7巻第 2 号， 1992年 9 月，参照。
(33) 長谷川治清「設備近代化と労働・組織・管理一日英鉄鋼業の比較分析」長谷川治清・渡辺峻・安井
恒則編，前掲書， 54~57ベージ，参照。
(34) 在英日系製造企業における「日本的」労務慣行のイギリス人中間管理職の受容に関する意識調査研
究としては，富田光彦「日本的経営の有効性一一英国人ミドルの反応 J ~組織科学II Vol. 23, 
No. 2, 1989年11月.などがある。
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の念を抱いていることがよくわかる。
第五の点は，在英日系製造企業における企業内労使協議会・労使相談会の存在と機能である。
IRS調査において，コマツ (UK) では，本来，労働組合との団体交渉の協議内容を，企業
内労使協議会において行っているとする指摘がある。こうした企業内労使協議会成立の経営者
側の目的は，①労働組合対使用者というイギリスの伝統的な労使関係の構造を掘り崩し，企業
内労使協議会を通して使用者と労働者が直接的に労使交渉をおこなえる基盤を構築する点，②
企業・経営の問題点とその問題解決の必要性をイギリス人の従業員代理に理解・承認させると
ともに，団体突渉とは別に諸問題の解決のための労使聞の協議をもつことで，職場レベノレでの
「協調的」労使関係を育成する点，などがある。 IRS調査では，企業内労使協議会は，調査
対象25企業中16% と低位であるが，電器・自動車などのイギリスへの主要進出産業の大企業に
おいて，こうした企業内労使協議会が多く存在している。企業内労使協議会の目的達成は，職
場レベル・企業レベルにおける労使聞の力関係とイギリス人の労使協議会への参加意識等に依
存している。
以上，主として，イギリスにおける調査・実証研究等の検討を通して，在英日系製造企業の
労使関係制度の構築と生産技術・労働のフレキシィピリティ・労務管理の編成について分析を
おこなった。次章では，高度な生産技術の導入・労働のフレキシィピリティの展開の前提条件
となる在英日系製造企業の「協調的」労使関係制度(特にシングル・ユニオン協定〉の内容と
その機能について，在英日系家電大企業の事例を通して，更に考察をおこないたい。
11. 在英日系家電大企業の労使関係の検討
本章は，事例として，イギリスに進出した主要な製造大企業の中から在英家電大企業を選び，
在英日系製造企業における労使関係制度(特に労使間協定・企業内労使協議制等〉について特に
着目し，その検討をおこなうことを目的としている。在英家電大企業の労使関係制度を研究対
象事例として選んだ理由は，第一に，在英家電大企業は，自動車大企業とともに，イギリスに
おいて他産業企業よりも生産の規模が大きいとともに，雇用数から見ても両者が，双壁をなし
ている点，第二に，日系家電大企業は，日系製造企業の中で，量的に多いとともに，早い時期に，
イギリスに生産拠点を移行してきた企業で、ある点，第三に，イギリスの労働組合といち早くシ
ングル・ユニオン協定などの特殊な労使間協定を締結した企業である点，などに求められる。
(35) 安井恒則「小集団活動と労働組合一一イギリス企業の事例一一」長谷川治清・渡辺峻・安井恒則
編，前掲書，参照。
(36) 在英家電大企業における企業内労使協議会の展開事例に関しては，徳永重良・野村正・平本厚『日
本企業・世界戦略と実践一一電子産業のグローバノレ化と日本経営J~ 同文館， 1991年， 208ページ，参
照。
(37) 在英家電大企業の雇用状況をみると，松下電器 (UK) 1621人，三菱電機 (UK) 1200人，ジャー
プ (UK) 1200人， ソニー (UK) 1800人， となっている。(日本貿易振興会，前掲書， 130'"'-'144ペ
ージ。〉
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在英日系家電大企業の経営展開において見られる傾向としては，先に，諸調査の検討を通し
て，明らかにしたのと同様に，①イギリス企業との合弁を解消し単独進出形態に切り替え，②
更に，従来から強固な労働組合運動のない地域に進出し，③主として， EETPU などの「労使
協調型」のイギリスの労働組合とスト無し条項や企業レベルの労使協議制をとりいれたシング
ル・ユニオン協定を締結している。そして，多くの在英日系家電大企業は，前述した諸条件
(①・②・③〉を基礎にして，高度な物的な生産技術を導入・展開するとともに，一定の労働
のフレキシィピリティを達成している。
イギリスにおいて，スト無し条項や企業内労使協議制等を含むシングル・ユニオン協定を最
初に締結したのは，東芝 (UK) であった。東芝 (UK) は， 1981年英国単独進出において，
EETPU (電気・電子・通信・配管工組合〉以外の組合とは，労働協約を締結せず，しかもそ
の労働協約の前文に雇用保障の明文化と引き換えに， í会社と組合は運命共同体」であるとい
った条項を掲げ、「労使協調路線」をいち早く打ち出した。その後，東芝は，プリマス工場にお
いて，在英日系製造企業としては，最初に，イギリスの労組 (EETPU) とシング、ルユニオン
協定・スト無し条項を締結した。その後，サンヨー (UK)，日立 (UK)，シャープ (UK) な
どの家電大企業も， EETPU とシングノレ・ユニオン協定を，締結していった。
次に，東芝 (UK) が， EETPU と締結したシンク守ル・ユニオン協定の内容の検討を通して，
シングル・ユニオン協定締結が，高度な生産技術導入・労働のフレキシィピリティの展開・
「協調的」労使関係制度の構築に，どのような基礎を与えているのかを明らかにしたい。
(1)在英日系家電大企業とシンク。ルユニオン協定
東芝 (UK) が， EETPU と締結をしたシングノレ・ユニオン協定の主要な条項とは，①単一
組合交渉，②シングノレ・ステータス，③労使協議制，④労働のフレキシィピリティ，⑤労使間
紛争のための強制的調停，である。
次に，シング、ノレ・ユニオン協定のこうした 5 つの条項の内容について見てみることにしたい。
①単一組合交渉は，従来伝統的に，イギリスにおいて複数の組合によって構成されてきた労使
間交渉の相手を，企業側が一つの組合のみを交渉相手に選定することである。この単一組合交
渉による経営者側のメリットは，第一に，企業内での職務境界線等の組合間の衝突の可能性を
排除するとともに，第二に，職務のフレキシィピリティの導入において問題となる複数組合間
(38) 在英日系家電大企業において， í品質管理やメンテナンスといった生産管理におけるいわばソフト
ウェアの側面での『日本的経営』の移植・適用がきわめて不十分で、あり，かつ小集団活動も日本にお
けるように現場レベノレで、の生産管理の重要な一環として機能を果たしていないという状況のもとで，
日系企業の製品と品質と生産性がハードウェアとしての物的な生産技術によって基本的に支えられ，
保障されている。」 青山茂樹「日本企業の多国籍化と雇用・労働問題一一『日本的経営』の適用問題
を中心に一一J í経済」編集部編，前掲書， 102ページ，参照。
(39) 内藤則邦「イギリス東芝のノーストライキ協定についてJ r立教経済学研究.ß (立教経済学会)第
37巻第 4 巻， 1984年 9 月。
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における職務境界線の問題を事前に回避することができる点にある。②シングルステータスと
は，従来，イギリスにおいて，ホワイトカラーとブルーカラー労働者(熟練労働者〉の間の労
働条件(週労働時間・休日〉 ・疾病手当・年金等に関する労使協約での規定は異なっていたが，
それを共通の規定にすることである。③労使協議制は，企業内労使協議会 (company memｭ
ber's bord) を通して，労働者代表が，意思決定過程に参加するとともに，経営者側から重要
な情報を入手することを可能にすることである。企業によっては，この従業員代表は，必ずし
もショップ・ステュアードや労働組合によって選任された者で、はなく，従来員聞で選ばれた代
表者である。目立 (UK) では，企業内労使協議会設立当初， 20人の従業員代表のうち11 人が，
ショップ・スチュアードで EETPU の組合員であった。④労働のフレキシィビリティは，イ
ギリスにおいて伝統的に労働組合によって統制されてきた職務境界線・労働時間・賃金等の労
働組合による労働統制を緩和し，職務・労働時間・賃金などのフレキシィピリティを増大させ
ることである。イギリスの東芝・目立・ソニーなどは，イギリスにおける従来からのホワイト
カラーとブ、ルーカラー労働者(熟練労働者)の細分化された賃金等級を圧縮し，賃金等級構造
の単純化をはかつている。@労使間紛争回避のための強制的調停は，労使間の交渉が最終的に
妥結しない場合， ACAS などの第三者の調停機関が，労使の最終的な見解を検討し，労使の
どちらかの見解を採用する振り子式調停か両者の中間的見解を採用する非振り子式調停によっ
て，労使調停をおこなうことである。二つの調停方式とも，労使紛争に至るまでに，調停機関
に，決定を委ねるところに特徴がある。イギリスのソニーで、は， 1984年12月の賃金交渉におい
て，労使が賃金決定の手続きを巡って，対立している。ソニーの経営者側は，労使の最終賃金
要求額の聞を，最終の労使交渉において，決定する事を求めた。それに対して，労働組合は，
労使調停に持ち込まれるまで，最終的な組合側の要求賃金を，引き上げることができると主張
し，労使調停機関に最終賃金決定を持ち込む事を求めた。つまり，労働組合側は，労使調停機
関の役割を， r労使双方を，最終的な和解内容にうまく説得して引き入れる」ことであると理
解していたので、ある。
在英家電大企業(東芝〉におけるシングル・ユニオン協定の 5 つの内容について見てきたが，
その 5 つの協定内容のそれぞれに関して言えば，東芝 (UK) が締結する以前に，イギリスの企
業が締結しており，新しい協定内容とは言えなし、。東芝が， EETPU と締結した協定内容の
新しさは， 5 つの協定内容を， Iパッケージ化」した点にある。経営者側の意図する「パッケー
ジ化」のメリットとしては，第一に，高度な生産技術の導入・展開を容易にすること，第二に，
一定の労働のフレキシィビリティを展開するための前提条件を構築すること，第三に， r安定
的」かつ「協調的」な労使関係を構築すること，にある。
すなわち，高度な生産技術の導入・展開では，①単一組合交渉によって，技術導入に伴う職
(40) Mark Gregory,“The no-strike deal in action" , Personnel Management, December 1986, 
pp. 32-34. 
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務境界線の問題を回避するとともに，⑤労使間紛争回避のための強制的調停によって，技術導
入・展開後の労使紛争による生産効率の低下の可能性を排除している。また，在英日系製造企
業の経営者側は， r安定的」かつ「協調的」な労使関係構築のために，②シングルステータス，
③労使協議制，⑤労使間紛争回避のための強制的調停，の条項の機能をねらっている。まず，
②シングルステータスについて見ると，従来，イギリスにおいて，格差のあったホワイトカラ
ーとブ、ルーカラーのステータスを同一にする事を通して，ブ、ノレーカラ一層のモチベーションを
喚起すると同時に，協業過程におけるホワイトカラーとブノレーカラーのコミュニケーションを
より円滑にはかることを目的としている。また，③労使協議制について見ると，企業内労使協
議会を通して，在英日系家電大企業の経営者側は，従業員代表に対して，企業情報の提供をは
かり組合を通す以前に労使交渉をおこなうことによって，職場レベルにおける「協調的」労使
関係制度の構築をめざしている。以上の諸点から，在英日系家電大企業の労使関係管理が，職
場労使関係の制度的公式化を基礎として，従業員の経蛍参加・処遇の平等化などを通して，労
使「協調的」な労使関係制度の構築をねらいとして展開されている事がわかる。
(2) シングル・ユニオン協定と「協調的」労使関係制度
次に，在英日系製造企業において，シングノレ・ユニオン協定を基礎として構築されつつある
「協調的」労使関係制度について考察したい。まず，第一に確認しておくべき事は，シングノレ
・ユニオン協定締結において， EETPU などのイギリスの労働組合は， 日本の多くの企業内
労働組合のように，企業内の労使関係管理の枠組みに取り込まれていない独立した存在である
という点である。シングノレ・ユニオン協定・スト無し条項を締結してきた EETPU の場合で
も，在英日系家電大企業との関係は， 日本に見られるような労使の一体化した協調的労使関係
ではなく，労使聞には一定の対立と距離がある。 EETPU が，シンクやル・ユニオン協定・スト
無し条項を積極的に締結してきた背景には， EETPU の戦略がある。 EETPU の戦略として
は，第一に，新しく雇用が創出した在外進出企業・産業領域での組合員の獲得と，第二に，組
合員のためのより良い雇用・労働条件の獲得にある。イギリスの厳しい政治・経済環境におい
て，在外進出企業や新しい産業領域等において，組合員を獲得していくためには，他の労働組
合との競争関係が生じるし，在外進出企業の中には，組合排除の方針を打ち出す企業もあり，
企業に組合の必要性を認知させる必要もあった。そうした諸条件から， EETPU が，組合員
の獲得とより良い雇用・労働条件の獲得のために，東芝 (UK) と締結したのが，シングノレ・
ユニオン協定・スト無し条項であった。それだけに，組合員のより良い雇用・労働条件に関す
る労使交渉において， EETPU は，経営者側と対立と交渉を繰り返すこととなる。その意味で
は，在英日系製造大企業における経営者側と労働組合との労使関係においても，一定の緊張関
係が保たれており，条件つきでの「協調的労使関係制度」と言えよう。
(41) Ibid. , P. 30. 
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次章では，シングル・ユニオン協定の問題点の考察を通して，イギリスの労働組合の動向に
ついて述べたい。
IV. シングルユニオン協定とイギリスの労働組合運動
イギリスにおいて，従来から，一企業において一組合が，交渉権を確立するといったシング
ル・ユニオン交渉形態は，あった。例えば，小売・流通業において，シング、ル・ユニオン交渉
形態は，一般的に見られてきた形態であったし，公務員のホワイトカラー組合においても，シ
ングル・ユニオン交渉形態は，広範囲に見られ，長期にわたって確立されてきたものであった。
しかし，近年のシングル・ユニオン協定の場合は，従来のシングル・ユニオン交渉とは，異
なっている。その差異は，イギリス労働組合運動におけるシングノレ・ユニオン協定の問題点の
中に理解することができる。それは，①特定の組合が，当該企業において従来から労使交渉権
を持ち，しかも企業側から認知きれてきた他組合を排除し，その結果，労働組合間の紛争を引
き起こす点，②企業側から労使交渉権等の承認を得るために，労働組合間の競争が激化し，イ
ギリスの労働組合において伝統的に守られてきた労使交渉手続きやその基準があいまいになっ
てきた点，③シングル・ユニオン協定が，先に述べたように， Iパッケージ化」された内容で、
あるとともに，その中に，労使間紛争回避のための強制的調停の項目が含まれており，労働組
合のストライキ権があいまいになった点，④シング、ル・ユニオン協定によって，企業内におけ
る労働組合間の職務境界線がなくなり，イギリスの伝統的な労働慣行が崩されるとともに，イ
ギリスの労働組合の職務境界に関する既得権が侵害される点，などにある。
TUCは，上記のような問題点を含んでいるシングル・ユニオン協定の労働組合間の競争の
激化による労組問の紛争を特に重視し，特別検討委員会を設けて調査し， 1939年に組合間紛争
処理手続を定めた「ブリディングトン原則」の追加修正を検討した。その結果， TUCは，
1985年に「ブリディングトン原則」の修正をおこない， シンクソレ・ユニオン協定締結に一定の
条件づけをおこなったO それにもかかわらず， EETPU は，他組合と紛争を引き起こすよう
なシングル・ユニオン協定を締結し， TUCの仲裁にも従わなかったために， 1988年のTUC
大会において除名されている。 1988年の同大会において， 1985年の「ブリディングトン原則」
の修正を更に追加修正し，シングル・ユニオン協定締結に，異なる条件づけをおこなった。
TUCが EETPU を除名し， Iブリディングトン原則」を追加修正した目的は，第一に，
従来から複数組合交渉形態をとってきたイギリスの企業が，シングル・ユニオン協定を，
TCWU などの一般労組や AUE などと締結し，他の労働組合を排除する方向に進む事を阻
(42) Trades Union Congress, Meeting the Challenge: First Report 01 the Sρecial Review Body, 
1988, pp. 8-9. 
(43) Ibid. , pp. 9-20. 
(44) 稲上毅，前掲書， 32~34ページ。
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止することと，第二に，在英日系製造企業のように，海外から進出してきた企業の新規雇用は，
労働組合員数を拡大するのに厳しいイギリスの政治・経済環境の中で，イギリスの労働組合に
とって魅力的存在であり， r労組問の紛争に関する規定」といった一定の条件を設定し，シン
グル・ユニオン協定を締結できる力量を持つ労働組合には，容認する態度をとることによって，
イギリスの労働組合運動内部の分裂の広がりを食い止めようとした，ことなどがあげられよう。
しかし， TUCが，一定の条件を設けたとはいえ， シンクやル・ユニオン協定締結は，①ー企
業が，候補となる複数の労働組合と交渉の結果，企業側が一組合を選択するため， r美人コン
テスト」にもたとえられように，労働組合選別の過程で，企業側が有利な交渉・労使関係管理
を展開しうると同時に，②シングル・ユニオン協定から排除された多くの組合は，従来，既得
権として保持してきた職務境界線を侵害されることなど，いまだ多くの問題を，イギリスの労
働組合運動に残している。
次に，シングル・ユニオン協定締結のイギリスにおける広がりについて，確認しておきたい。
イギリスにおいて，シングル・ユニオン協定を締結している企業は，在英日系製造大企業をは
じめとした海外進出企業と一部のイギリスの企業に限られている。シングル・ユニオン協定締
結は，イギリス企業の全体の中から見れば量的に限られているが，締結したイギリスの企業内
容の多様性は，広がってきている。シングノレ・ユニオン協定が締結されはじめた当初，企業は，
ハイテク製造企業に限られていたが，その後，ハイテク以外の技術力の低い製造企業にも広が
ってきたし，更に，製造企業以外の企業にも広がってきている。また，シングル・ユニオン協
定を締結している労働組合の組織率が73%と極めて高いという事実は，シングル・ユニオン協
定が組織拡大に有効な手段であることを裏づけている。シングル・ユニオン協定を締結したイ
ギリスの企業内容の多様性やそれが組合の組織拡大に有効であるという事実だけから，①今後
のシングル・ユニオン協定のイギリスの企業への広がりを意味するものであるのか，②イギリ
スの企業レベル・職場レベルの労使関係の質的変化を意味するものであるのか，について，シ
ングル・ユニオン協定の量的な広がりが限られている現状においては，判断することはできな
い。それを判断するには，今後のシングル・ユニオン協定の広がりとその内容の検討する必要
があろう。
v. 結びにかえて
以上，在英日系製造企業に関する調査・実証研究の検討を通して，①在英日系製造企業にお
ける労使関係制度の構築と生産技術・労働のフレキシィピリティ・労務管理の編成，②在英日
系製造企業の労使間協定(シングノレ・ユニオン協定〉の役割とそのイギリスの労働組合への影
響等に関して，考察・論述をおこなってきた。そして，最後に，イギリスの諸調査・実証研究
(45) Mark Gregory，。ρ. cit" p. 30. 
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の検討によって確認しえた諸事実をもとに，①「生産技術・労働のフレキシィビリティ・労務
管理の編成」を中心として，在英日系製造企業・イギリス製造企業・日本製造企業の若干の比
較的考察と②シングル・ユニオン協定等の労使関係制度の変化に対するイギリスの労働組合の
取り組みを通して，イギリスの労働組合の再生の可能性について探りたし、。
まず，日・英製造企業のに関する若干の比較的考察をおこないたし、。在英日系製造企業の特
徴としては，労務管理(労使関係管理・採用・教育訓練等)が，イギリスの製造企業に比べて
首尾一貫して展開されているとともに，労務管理が，生産技術と労働のフレキシィピリティの
編成上の中心的な職能として機能している点がある。
例えば，在英日系製造大企業は，労使関係管理において，シングル・ユニオン協定等によっ
て，企業レベルの「協調的」な労使関係の基盤の構築に努めるとともに，企業内労使協議制に
よって，職場レベルの労使関係の一定の「安定」をはかり，高度な生産技術の導入・展開の前
提条件を構築している。また，在英日系製造企業では， r生産技術と労働のフレキシィピリテ
ィ」の編成過程に労務管理技法(オン・ザ・ジョブ・トレーニング，シングル・ステータス，
チーム・ワーキング等〉を介在させるとともに，そうした結合を基礎として，更なる労務管理
諸技法(オフ・ザ・ジョブ・トレーニング， QCサークル等)の展開を試み，生産の効率性・
製品の品質の向上をはかろうとしている。これに対して，イギリスの製造企業では，労務管理
部を純粋に専門的スタッフ部門として位置づけ，調整的な役割に限定してる企業が主流を占め
ている。
また，イギリスの製造企業では，高度な生産技術と労働との編成過程において，①必要な職
業・訓練を，外部の専門機関や労働組合に依存する事例も見られるし，②筋肉労働者・非筋肉
労働者の間には，区別があるし，③職務編成・配置転換には，職務境界線・職務規制の問題で，
労働組合が介在する場合がある。
しかし，在英日系製造企業の労務管理は，終身雇用や年功序列賃金制はあまり実施されてお
らず，日本において見られるような「人事・労務管理のトータル・テステム化」とは質的に異
なる。在英日系製造企業が，終身雇用や年功賃金制を実施しない理由としては，①日・英聞の
労働市場の差異及び労働流動性の違いや，②在英日系製造企業において，今後，政治的環境の
変化によっては，撤退・人員合理化がありうる点などがあろう。その反面，在英日系製造企業
の労務管理は， r生産技術・労働のフレキシィピリティ」を結合・展開させるためのシステム
として機能している。しかし，このような「日本的労務管理システム」が，生産の効率性を向
上させる反面，イギリス人労働者に労働強化をもたらすというオリバーとウォルキンソンの指
(46) 岩出博『英国労務管理一ーその歴史と現代の課題一一』有斐閣， 1991年， 165ページ。
(47) 高橋由明 iME生産技術導入の企業内雇用および職務編成に及ぼす影響ー一日・英・西独・仏比較
の視点から一一J IíME技術革新と経営管理一一日・西独・英にみる工作機械企業の国際比較一一』
中央大学出版部， 1989年。
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摘を認識することが，重要である。また，在英日系製造企業における労働のフレキシィピリテ
ィの展開は，職場における労使の力関係や個々のイギリス人の管理者・労働者の意識や権限・
命令の受容に関係しており，日本の多能工と類似的であっても，同質であると言えない。
次に，シンクやル・ユニオン協定締結等の労使関係制度の諸変化が，イギリスの労働組合運動
に投げかけた問題点とそれに対するイギリスの労働組合運動の取り組みについて論究しておき
7こし、。
それは，第一に， ME技術革新等の高度な生産技術の資本主義的利用に対する労働組合の職
務境界線の問題である。 ME技術革新導入等による高度な生産技術の資本主義的利用は，生産
性の向上をより高めるために，労働のフレキシィビリティの促進・多能工化を必要とするが，
イギリスの伝統的な多組合主義より職務境界線の存在は，その必要性を阻害することとなる。
それに対して，前述したようにシングル・ユニオン協定では，職務境界線の問題は，排除され
る。また，サッチャ一保守政権成立以降の反・労働組合政策やイギリスの製造部門の人員縮小
・合理化を背景として，労働組合の職務境界・労働統制の緩和・撤廃に対する経営者側の力は，
強まっている。そのため，イギリスの労働組合組織 (TUC) は，シングノレ・ユニオン協定に
対抗し代替するような交渉形態をつくりだす必要があった。それが， r単一テーブル交渉」構
想をであった。単一テーブル交渉は，交渉団体としては複数の組合が認められるが，実際の労
使交渉では，複数の組合選出の代表者からなる単一の代表団があたる方式である。通常，ブル
ーカラーとホワイトカラーの代表が，共通の賃金・昇給体系の下で交渉をおこなうもので、ぁ2:
第二に，企業レベル・職場レベルにおける労働組合員の要求・希望を，イギリa スの労働組合
が，いかにくみ上げてゆくかの問題である。
シング、ル・ユニオン協定の条項には，企業内労使協議制も，含まれている。企業内労使協議
制は， r協調的」な労使関係制度の枠組みにイギリス人の従業員を取り入れる労使関係管理の
ー技法ではあるが，企業レベル・職場レベルにおけるイギリス人の従業員の一定の要求や希望
を，経営者側が聞き入れることによって，イギリス人の従業員のモチベーション(満足度〕を
高める効果がある。こうした経営者側の攻勢に対して，イギリスの労働組合の中には，職場レ
ベルにおける労働組合員の要求をくみ上げるべき方向を見せている労働組合もある。そうした
イギリスの労働組合では，組合内の民主主義構造を時代に適応したものにし，組合員とのコミ
(48) r 日本的生産システム」・「日本的労務管理システム」が，生産性・品質の向上をもたらす反面，
労働強化・統制強化・労働組合運動への悪影響をもたらすことを指摘するイギリスの研究としては，
次のものがある。 Nick Oliver,“The dynamics of just-in-timeヘ New Technology , Work and 
EmPloyment Vol. 6, No. 1, Spring 1991; Peter. J. Turbull,“The ‘Japanization' of production 
and industrial relations at Lucas Electricalに lndustrial Relations Jouarnal Vol. 17, No. 1, 
Spring 1986. 
(49) “ single-table bargaining : a surveyヘ IRS， lndnstrial Relations Review & Reρort， 465, 
May 1990.; “ Single table talk" , Personnel Management, May 1990. 
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ュニケーションを発展させ，労働組合員に対するサービスの拡大に努めている。
シングル・ユニオン協定は，イギリスの政治的・経済的環境の変化にともなってできてきた
経営者側の労使関係管理技法ではあるが，それに対抗して生まれてきたイギリスの労働組合組
織の諸政策の中にイギリスの労働組合運動の再編と活性化の鍵(キィ・ポイント)があるよう
に思える。それは，第ーに，技術革新やそれをテコにした経営者側の新たな労使関係管理技法
に対して，バラバラになりがちな労働組合同の利害・対立を，イギリスの労働組合運動の中央
組織である TUCが調整し，労働組合間で，よりスムーズに協力していける「単一テーブル交
渉」等の「構想」を提示し，実行に移してゆくことにある。第二に，巨大化したイギリスの労
働組合組織の官僚主義を改善し，イギリスの労働組合が，労働組合員・労働者の多様化してい
る要求・希望を拾い上げてゆくことにある。こうした認識は，イギリスの組合活動家や労働組
合に行き渡りつつあるが，今後，労働組合員との幹をより強め，労働者階層(特に婦人労働者
・パートタイマ一等)を，労働組合運動に結集していけるかが，イギリスの労働組合運動の大
きな課題といえる。
次に，本稿において残された研究課題を明らかにしておきたい。
第一に，本稿では，在英日系製造企業という在外子会社を分析対象とし，主として，在外日
系製造企業の工場内部における「生産技術・労働のフレキシィビリティ・労務管理の編成」や
それを支える「労使関係制度の構築」の分析をおこなってきたが，ヨーロッパ全体のオベレー
ション展開や日本の親会社を含めた企業集団レベルの分析が，必要である。また，第二に，本
稿では，日系製造企業の中でも，生産技術レベルが高く，独自の経営展開をおこなっている大
企業を中心に分析したが，長期間，イギリスにおいて経営展開をおこなっている比較的小規模
な日系製造企業の分析も必要である。第三に，本稿では，労務管理制度や労使関係制度などの
制度や労使関係管理技法等の管理技法の分析を主軸に捉えておこなったが，在英日系製造企業
における企業労働の諸実態の分析も重要である。第四に，本稿では，在英日系製造企業によっ
て最初に締結されたシングル・ユニオン協定の分析をおこなったが，イギリス企業におけるシ
ングル・ユニオン協定の実態を，より詳細に解明・分析する必要がある。第五に，シング、ル・
ユニオン協定の締結や労使協議制の背景にある 1980年代から1990年代にかけてのイギリスの企
業・職場レベルの労使関係・労使関係管理の変化を，イギリスにおける調査・実証研究の検討
を通して，探る必要がある。
(50) リチヤード・ハイマ丸山本興治訳「サッチャ一政権下のイギリス労働組合J 11賃金と社会保障』
No. 1037, 1990年 7 月，参照。
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